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確認申請書作成の流れ

1①<概要編>で事業を理解いただき、申請内容を検討 1

1②<「橋渡し研究機関」の確認申請一作成にあたって>を読んで書式を理解し、ダウン:
ロードした雛形に記入し確認申請書を作成(別途W印サイトで電子媒体を配布)

'^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

1③チェックリスト1こ従って提出物をそろえる 1

↓

1④提出。締切.平成27年7月31日(金)正午必着(郵送又は特定信便にて送付) 1

↓



平成27年度 革新的ものづくり産業創出連携促進事業(プロジェクト委託型)

に係る「橋渡し研究機関」の確認申請要領

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(以下、rNEDO」という。)は、

「平成27年度革新的ものづくり産業創出連携促進事業(プロジェクト委託型)」(以下、

「本事業」という。)を実施します。

本事業には、 NED0が確認した件翻度し研究機関」の参画を必須とします。今回の確認

申請では、本事業の実施にあたり、中小企業及び組合等(以下、「中小企業者等」という。)

とともに共同研究等を実施する公的研究機関及び大学が「1翻度し研究機関」としての要件を

満たしているか否かについて確認の申請を受け付けるものです。本事業の提案については別

公募により募集をしています。

本事業ヘの参加を希望される公的研究機関及び大学は、本申請要領に従い申請ください。

なお、本事業は、政府予算に基づき、政府からNED0が委託を受けて実施するため、政

府の方針変更等により、公募の内容や採択後の実施計画等が変更されることがあります。

国立研究開発法人新エネルギー

件名

平成27年度革新的ものづくり産業創出連携促進事業(プロジェクト委託型)に係る
「1翻度し研究機関」の確認申請

11.業概要

1.業目的

我が国の中小企業者等は、特定の技術分野においては、他国に比して極めて高度な水準

を実現していることから、我が国製造業の国際競争力の重要な源泉のーつとなっています。

中小企業者等が担っているこうした技術が、大企業の活動にとっても必要不可欠なものと

なっており、今後、一層激しさが増すと予想される国際市場において、我が国製造業が引

き続き高い競争優位性を確保するとともに、新たな事業の創出を通じて、安定的かつ持続

的な経済成長を達成していくためには、国、公的研究機関及び大学、中小企業者等が一体

となり、中長期的な視点に立って、技術開発を行うことが不可欠となっています。

そのような技術開発の実現のためには、中小企業者等が、優れた技術シーズを有する公

的研究機関及び大学から技術等の移転を受けて実用化に向けた研究開発を実施することや、

中小企業者等が保有する技術を公的研究機関及び大学の能力を活用して迅速に実用化に結

実させることを通じて、中小企業者等が技術力向上や生産方法等の革新等を図るとともに、

平成27年6月26日

産業技術総合開発機構



このような連携により技術開発を推進することにより、公的研究機関及び大学の橋渡し機

能の強化を図ることが重要です。

そこで、本事業では、我が国において重要な技術開発分野として、「科学技術イノベーシ

ヨン総合戦略2014」(平成26年6月24日閣議決定)に位置付けられている政策課題

を解決するための技術開発課題の中から、中小企業者等の創意によって提案される研究開

発を支援することとし、その技術を迅速かつ着実に実用化するために、橋渡し機能を有す

る公的研究機関及び大学の参画を必須とすることにより、中小企業者等の技術力向上や生

産方法等の革新、公共調達ヘの参画等を実現することを目的とします。

(参考)科学技術イノベーション総合戦略20 14 (平成26年6月24日閣議決定)

htt ゾ/W棚8. cao.0./'cst /so osenr aku/

2. 業内容

( 1 )

本事業は、国が実施する「革新的ものづくり産業創出連携促進事業~戦略的基盤技術高

度化支援事業~」の研究開発・試作品開発のうち、国が指定するテーマ(以下、「特定のテ

ーマ」という。)に合致し、実用化につながる可能性の高い研究開発、試作品開発(本事業

の試作品開発は、研究開発が伴うものに限ります。)に対する支援をNED0が国から委託

を受けて行うものです。

NED0は、中小企業者等に対し研究開発・試作品開発に係るテーマを公募し、審査を

経て再委託先を決定し、研究開発・試作品開発を委託します。

業全体の概要
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本事業の採択にあたっては、最終的に次の3つの要件を満たす必要がありますのでご留

意ください。

【要件①】法定計画の定

本事業は、前述のとおり、国が実施する「革新的ものづくり産業創出連携促進事業~戦

略的基盤技術高度化支援事業~」1こ基づき、NED0が国から委託を受けて行うものです。

NED0ヘの提案内容については、中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法

律(以下、「法」という。)第3条に基づき経済産業大臣が定める「特定ものづくり基盤技

術高度化指針」に沿って策定され、新たに法第4条の認定(法第5条の変更認定を含む。)

を受けた特定研究開発等計画(以下、「法認定計画」という。)を基本とした研究開発が要

件となります。

【要件②】橋し研究機関の確

本事業は、 NED0が確認した件翻度し研究機関」の参画を必須とします。中小企業者

等とともに共同研究等を実施する公的研究機関及び大学は、 NED0に対して「1翻度し研

究機関」の確認申請を行い、確認を受ける必要があります。

【要件③】特定のテーマに合致した研究開発テーマの提案

本事業は、後述します4つの特定のテーマのいずれかに合致し、実用化につながる可能

性の高い研究開発、試作品開発に係るテーマを公募します。提案内容が、要件①の法認定

計画に基づく研究開発であり、かつ、 4つの特定のテーマの政策課題の解決に資する新規

性・革新性の高い実用化開発である必要があります。

この確認申請要領では、上記の要件のうち、【要件②】「橋度し研究機関」の確認につい

て、以降説明します。

(2)「渡し研究機」の確認申の仕組みについて

NED0は、「1翻度し研究機関」の要件に該当しているのか否かの確認を希望する公的研

究機関及び大学からの確認申請を受け付け、要件に該当するか否かを確認します。

要件に該当することが確認された公的研究機関及び大学については、「1需度し研究機関」

としてNED0のホームページにて公表します。

今年度、 N E D0が実施している「、,成27 1守

進事」において「呑渡し研究機関」として既に

に係る「橋渡し研究については、改めて、

ん。当該認結果については、別途、公表の予定で

堅・小企業ヘのキ渡し研究

認を受けている公的研究

の認請を'テう必

発促

び大学
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なお、確認を受けた「1翻度し研究機関」は、共同研究等の相手先として、本事業に参画

することができます。(本事業に採択された場合には、採択を受けた中小企業者等と共同研

究等の契約を締結してください。)

①「

以下のア)及びイ)の両方を満たす必要があります。

し研究機関」の要件について

ア)国の研究機関、独立行政法人、公設試験研究機関(以下、「公設試」という。)に

該当する日本国内に立地する公的研究機関及び大学であること。

※この事業において、公設試とは、地方公共団体に置かれる試験所、研究所その他の機

関(学校教育法(昭和22年法律第26号)第2条第2項に規定する公立学校を除く。)

及び地方独立行政法人であって、試験研究に関する業務を行うものをいいます。

※大学とは、国立大学法人法第2条第1項に規定する国立大学法人、地方独立行政法人

法第68条第1項に規定する公立大学法人及び私立学校法第3条に規定する学校法人

が設置する大学をいいます。

イ)以下の i)~V)の取組のすべてを既に実施している、あるいは、近い将来(概ね

1年以内)に取組を実施する予定であること。

i)橋渡し業務を主要ミッションとして位置づけていること。

ii)職員ヘの目標設定やインセンティブ付与による意識付けなどにより、受託研

究収入等の民間企業からの資金受入の増加に向けた仕組みを整備しているこ

と。

iii)民間企業に対する技術相談業務、技術指導業務や企業との意見交換等におい

て収集される情報を集約・分析すること等を通じて産業界の二ーズ等を把握し、

これを所内の活動内容に反映するための仕組みを整備していること。

iv)貴組織以外の研究機関との人材交流や内外ヘの職員の研修参加など、広く技

術シーズやノウハウを取り入れるための仕組みを整備していること。

V)受託研究等によって生じる知的財産権の取扱についての検討体制や契約書の

ひな形等の規程類を整備していること。

「橋渡し業務」とは、中小企業者等に当該研究機関が有する技術シーズを移転するこ

とでビジネスにつなげることや、中小企業者等が保有する技術を当該研究機関の能

力を活用して迅速かつ着実に実用化することを通じて、中小企業者等の技術力向上

や生産方法等の革新等を実現する業務のことをいいます。

②「

「平成27年度革新的ものづくり産業創出連携促進事業(プロジェクト委託型)1こ係る

「橋渡し研究機関」の確認申請書」の(添付資料1)「;翻度し研究機関としての活動計画」

し研究機」の要件を満たすエビデンス又は計画の提出について

.

.

.

.



により、貴機関の取組状況や導入されている仕組みや今後の計画をご説明いただくととも

に、以下のア)~ウ)に従い、(添付資料1)にご記載いただいた実績に関するエビデンス

や計画を実行するための貴機関の手続きを示すものをご提出ください。

ア) i)~V)の取組を既に実施している場合

要件 i)~V)についての実績が示されているエビデンスを提出してください。

イ) i)~V)の取組を概ね1年以内に実施する場合

要件 i)~V)についての計画が実行されるための貴機関内の手続きを示してく

ださい。

ウ)上記ア)とイ)が混在している場合

要件 i)~V)についての実績が示されているエビデンス及び計画が実行される

ための貴機関内の手続きを示してください。

③「'し研究機関」の確認申a の方法について

「1翻度し研究機関」の確認申請の受付は、本事業の公募と同時期に行います。

の公にハる提圭類とは分けて提認 i主に係る提圭類については、

ください。(提出書類及び提出期限等については、 13頁をご参照ください。)

なお、確認申請は、公的研究機関の全部署を一括していただくことになりますが、大学

においては学部等の単位ごとに確認申請することも可能です。

本事業に係る

橋渡し研究機関

の確認申請

本事業の公募

<「1翻度し研究機関」の確認申請期間>

平成2 7年6月2 6日(金)~平成2 7年7月3 1日(金)正午

<「1翻度し研究機関」の確認結果の公表時期>

平成27年9月末(予定)

6月

図2

公募受付

橋渡し研究機関の確認申請プロセス

④「

7月

確認申請

確認結果の公表時期は、平成27年9月末を予定しています。(公表は、委託事業者の

採択決定と同時に行う予定です。)

なお、「キ翻度し研究機関」として確認された公的研究機関及び大学については、 NED

0のホームページにおいて、研究機関の名称を公表します。
・ 5 ・

し研究機関」の確結果の公表及び通知について

8月

して

9月

確認咽果

の公

委託業者

の採尺決定

.

.



・確認結果については、 NED0から申請者に確認結果の通知書を発出します。「1翻度し

研究機関」の要件の該当が確認されなかった申請者についても、その旨通知します。

⑤「橋し研究機」の確認結果の有効期間と状況確認について

本事業の公募にあたり、「1翻度し研究機関」として参画できる期間は、確認の日から平

成28年3月31日までとします。ただし、①来年度以降に同様の公募を実施する場合、

②「1翻度し研究機関」を活用する他の研究開発事業の公募を実施する場合、又は①及び

②以外の場合には、当該委託事業に参画している橋渡し研究機関に対し、「橋渡し研究

機関」の要件となっている仕組みや取組みの実施に係る進捗状況について、確認をさせ

ていただく予定です。

⑥①「

「1翻度し研究機関」の要件となっている仕組み、取組みの実施状況や計画した仕組み等

の構築の進捗状況を、概ね1年後にNED0が確認します。計画が実施されていない場

次年度の公募事業等の審査において考慮します。

「1翻度し研究機関」の要件ヘの該当確認の申請内容に虚偽等が判明した場合には、 NE

D0が件翻度し研究機関」に対して、以下の措置を講じることがあります。

ア)件翻度し研究機関」としての確認の取り消し、及び取り消しの事実についてNED

0のホームページで公表すること。

イ)採択を受けた後であっても、「;翻度し研究機関」として確認され共同研究等先とし

て参画している委託事業の採択を取り消すこと。

ウ)採択の取り消し原因が虚偽等の申請を行った件翻度し研究機関」にあることから、

当該「キ翻度し研究機関」に対して、委託事業に参画している事業者及び全ての共同

研究等先の委託費の返還、加算金の納付及び委託費等の申請停止について指示をす

ること。

し研究機関」の要件のイ)の取組状況の確認等及び偽等ヘの対応について

^
^、

.

.



(3)革新的ものづくり産業」出連促進業(プロジェクト委型)の概要について

1.業名称

革新的ものづくり産業創出連携促進事業(プロジェクト委託型)

2.業目的

本事業は、国(中小企業庁)が実施する「革新的ものづくり産業創出連携促進事業~戦

略的基盤技術高度化支援事業~」の研究開発・試作品開発のうち、国が指定するテーマ(以

下、「特定のテーマ」という。)に合致し、実用化につながる可能性の高い研究開発、試作

品開発に対する支援を、NED0が国から委託を受けて実施します。

本事業では、特定のテーマについて、中小企業者等力井翻度し研究機関から技術シーズの

移転を受けて、ビジネスにつなげることや、中小企業者等が保有する技術を橋渡し研究機

関の能力を活用して迅速かつ着実に実用化することを通じて、中小企業者等の技術力向上

や生産方法等の革新、公共調達等ヘの参画等を実現することを目的とします。

加えて、上述のような取り組みをNED0が支援することで、橋渡し研究機関が積極的にそ

の機能強化に取り組むことを促進します。

3.業概要

(1)委託対象事業

以下の要件を満たす、実用化につながる可能性の高い研究開発、研究開発を伴う試作

品開発を対象とします。

①法認定計画を基本とした研究開発

「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」(以下、「法」という。)

第3条に基づき経済産業大臣が定める「特定ものづくり基盤技術高度化指針」に沿っ

て策定され、平成26年2月10日以降に法第4条の認定(法第5条の変更認定を含む。)

を受けた特定研究開発等計画(以下、「法認定計画」という。)を基本とした研究開

発である必要があります。

法に基づく認定を受けていない場合は、主たる研究開発実施場所を管轄する各

経済産業局等(連絡先等は別記に記載に法認定計画の認定申請を行う必要があ

りますので、できるだけ早めに各経済産業局等にご相談ください。

なお、本事業に提案するための法認定計画申請の締切日は、平成27年7月31

日(金)正午(本事業の受付の締切日と同じ)となります。

「ミ忍定申請の方法」「認定を受けた研究開発ヘの支援策」については、以下

のURLをご参照ください。

htt ://W艸. chusho. met i.0.ノ'ke iei/sa oin/ orta l/index. htm



②「特定のテーマ」に沿った研究開発

「科学技術イノベーション総合戦略2014」において政策課題に掲げられた以下の4

つテーマのいずれかに沿った研究開発で、公共調達等ヘの参画につながる可能性が高

い等、政策課題の解決に向けた新規性・革新性の高い実用化開発を対象とします。

クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現に資する技術一マ

国際社会の先駆けとなる健康長寿社会の実現に資する技術テーマ2

世界に先駆けた次世代インフラの構築の実現に資する技術テーマ3

産業競争力の源泉としての ICT(情報セキュリティ、ビッグデータ解析、

テーマ4 ロボット、制御システム技術等)、ナノテクノロジー(デバイス・センサ

や新機能材料)、環境技術(地球観測技術や資源循環等)に関する技術

(2)委託対象事業者

日本国内で事業を営み、本社活動の拠点)を置き、かつ、日本国内で研究開発を行

う以下の①~③に該当する者で、少なくとも①と②の2者以上の構成員を有する共同体

を構成する必要があります。

①法認定を受けた中小企業者等

法第2条第11頁に規定する事業者、企業組合、協業組合等をいいます。

なお、みなし大企業については、本事業の中小企業者等としては取扱いません。

詳しい要件等については、「平成27年度革新的ものづくり産業創出連携促進事業

(プロジェクト委託型)公募要令頁」をご確認ください。

②橋渡し研究機関

NED0が確認した件翻度し研究機関」カ"者以上参画していることを必須とします。

上記中小企業者等とともに共同研究等を実施する公的研究機関及び大学は、NED0 に対

して「キ翻度し研究機関」の確認申請を行い、確認を受ける必要があります。

詳しい要件等については、本確認申請要領の3頁(2)『「橋渡し研究機関」の確

認申請の仕組みについて』をご確認ください。

③その他協力者(橋渡し研究機関を除く)

協力者とは、研究開発を実施する研究者が所属する中小企業・小規模事業者を含む民間

企業、組合、公益法人、公設研究機関です。

法第4条に基づく法認定計画(法第5条に基づく変更計画も含む)に含まれる叶寄力者」(法

認定計画に含まれる協力者)については、本事業の共同体の構成員として全て含める必要

があります。また、法認定計画外の協力者についても、本事業の共同体の構成員として含め

ることができます。

ただし、NED0は、法認定計画に含まれる協力者及び法認定計画外の協力者のうち、研

究開発を実施する者に対してのみ委託費を支払います。

1



共同体の構成員に所属する総括研究代表者(projectLeader)又は副総括研究代

表者(subLeader)のうち、いずれか1名が、必ず法認定事業者(中小企業者等)

に所属している必要があります。(※PLは、研究開発の計画、実施及び成果管理を

統括し、 SLはPLを補佐し、必要に応じて代理を務める者を指します。)

(3)事業規模等

①委託額

②委託期間

③本年度事業規模

(4)その他

平成27年度戦略的基盤技術高度化支援事業(平成27年6月11日受付締切)に採択

されますと、当該認定計画での提案はできませんので、ご注意ください。よって、平成

27年度戦略的基盤技術高度化支援事業と本事業の両方に提案され、本事業の採択を目

指す場合には、平成27年度戦略的基盤技術高度化支援事業の採択を受ける前に同事業

の提案を取り下げていただく必要があります。※'成27年声略的基盤支官声化支

援事(、,成27年6月11日受寸'切)において採択を受けた場合には、事の提

安を取り下げていただくこととなります。)

年間 1億円以内(下限は 1,000万円)

2年度又は3年度

平成27年度当初予算 510百万円

4.提案・公期間

橋渡し研究機関の能力を活用して、「特定のテーマ」に沿った実用化開発を行う中小企業者

等からの研究開発・試作品開発に係る提案を、下記の日程で公募します。

また、併せて、橋渡し研究機関に対する要件該当の確認申請の受付を行います。

(1)委託事業の公募

平成27年6月26日(金)~平成27年7月31日(金)正午

NED0 負担率:100%

(2)橋渡し研究機関の確認申請の受付

平成27年6月26日(金)~平成27年7月31日(金)正午

5.e-Rad ヘの登録

委託事業ヘの提案については、府省共通研究開発管理システム(e-Rad)に提案内容等をご

登録いただく必要があります。提案内容の登録方法等、詳細は「平成27年度革新的ものづく

り産業創出連携促進事業(プロジェクト委託型)公募要令頁」をご確認ください。

また、事の総括研究弌表者(研究ヨ発a 画、実施及び成果管理を総括する者)はe-Rad

に登録され、ログイン 1D、パスワードを取得しておく必があります。

e-Rad ボータルサイト htt s:ノ/W棚.e-rad 0 /



なお、e-Radヘの登録に日数を要する場合がありますので、2週間以上の余裕をもって登

録手続きをしてください。

【e-Radヘの登録に関するへルプデスク】

電話番号:0120-066-87フ(フリーダイヤル)、 03-3455-8920 (直通)

受付時間:午前9時00分~午後6時00分

土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末年始(12月29日~1月3日)を除く



別記

法定計画に係る相窓口

名称及び担当

北海道経済産業局

地域経済部

産業技術課

東北経済産業局

地域経済部

産業技術課

関東経済産業局

産業部

製造産業課

〒060-0808

札幌市北区北8条西2丁目1-1

札幌第1合同庁舎

花L :011-709-5441

〒980-8403

仙台市青葉区本町3-3-1

仙台第1合同庁舎

TEL:022-221-4897

〒330-9715

さいたま市中央区新都心1-1

さいたま新都心合同庁舎1号館

TEL:048-600-0307

〒460-8510

名古屋市中区三の丸2-5-2

TEL:052-951-2724

〒540-8535

大阪市中央区大手前1-5-44

合同庁舎第1号館

TEL:06-6966-6020

〒730一舗31

広島市中区上八丁堀6-30

広島合同庁舎2号館

TEL:082-224-5680

〒760-8512

高松市サンポート3-33

高松サンボート合同庁舎

TEL:087-811-8520

〒812-8546

福岡市博多区博多駅東2-11-1

福岡合同庁舎本館

TEL:四2-482-5464

〒900-0006

沖縄県那覇市おもろまち 2-1-1

那覇第2地方合同庁舎2号館

TEL:098-866-1730

在地及び

中部経済産業局

産業部

製造産業課

近畿経済産業局

地域経済部

ものづくり産業支援室

先電番号

中国経済産業局

地域経済部

次世代産業課

北海道

担当する

都道府名

四国経済産業局

地域経済部

製造産業課

青森県、岩手県、宮城県

秋田県、山形県、福島県

九州経済産業局

地域経済部

技術振興課

茨城県、栃木県、群馬県

埼玉県、千葉県、東京都

神奈川県、新潟県、長野県

山梨県、静岡県

愛知県、岐阜県、三重県

富山県、石川県

沖縄総合事務局

経済産業部

地域経済課

福井県、滋賀県、京都府

大阪府、兵庫県、奈良県

和歌山県

鳥取県、島根県、岡山県

広島県、山口県

徳島県、香川県、愛媛県

高知県

福岡県、佐賀県、長崎県

熊本県、大分県、宮崎県

鹿児島県

沖縄県
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Ⅲ.確認申請の手続き等

1.提出類及び提出期限等について

「1翻度し研究機関」の要件に該当しているのか否かの確認を希望する公的研究機関

及び大学は、本申請要領に従って提出書類を作成し、提出期限までに提出してくださ

い。

【提出類】

①平成27年度革新的ものづくり産業創出連携促進事業

(プロジェクト委託型)に係る「橋渡し研究機関」の確認申請書

正本1部(片面印刷

②平成27年度革新的ものづくり産業創出連携促進事業

(プロジェクト委託型)に係る「;翻度し研究機関」の確認申請書

写い 0部(両面印刷)...

③必要事項を記入した情報項目ファイル(rH2フサボイン橋渡し研究機関の情報

項目ファイル【Excel】」をC D- Rに保存したもの

④申請者宛先を明記した返送用封筒(82円分の切手を貼付のこど

申請書作成にあたっての注意事項について)

申請書は、添付資料を含め、全てA4サイズとし、各部ごとに縦2穴パンチの

上、正本は左上をダブルクリップでとめ、写し10部はそれぞれホッチキスで

綴じてください(製したりはしないでください)。

・申請書及び添付資料は日本語で作成してください。

・その他、申請書作成にあたっての注意事項については、様式に総括的注意(青

文字)として記載していますので、必ずご一読のうえ厳守願います。

申請書などのダウンロードについて)

・本確認申請要領及び確認申請書はNED0のホームページ(公募情報のぺージ)

からダウンロードすることができます。

◎平成27年度革新的ものづくり産業創出連携促進事業(プロジェクト委託

型)に係る件翻度し研究機関」の確認申請要領【PDF】

◎平成27年度革新的ものづくり産業創出連携促進事業(プロジェクト委託

型)に係る「キ翻度し研究機関」の確認申請書則ord】

◎ H2フサボイン橋渡し研究機関の情報項目ファイル【Excel】



【提出期限】

、

2 7年7月

送あるいは

(送付にあたっての注意事項について)

・持での受、は'ーいませんまた、受付期間を過ぎて到着したものは、確認対

象とはなりませんのでご注意ください。

・書類に不備等がある場合は原則として確認対象とはなりませんので、送付され

る前に、確認申請書の「キ翻度し研究機関」の確認申請書提出時のチェックリス

トで書類に漏れや不足がないか確認をお願いします。

申請書を受理した際には、申請書受理確認書を送付しますので、申請者の宛名

を明記し82円分の切手を貼付した返送用封筒を申請書一式に併せて送付くだ

さい。

金正までに

で到達したもの

【送付先】

〒212-8554

神奈川県川崎市幸区大宮町1310

ミューザ川崎セントラルタワ-20階

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

イノベーション推進部プラットフォームグループ

革新的ものづくり産業】出連促進事業申,月窓口宛

TEL:044-520-5175

※送の際には、封筒に「革新的ものづくり産業 1出連携促進事業(プロジェクト

委託型)橋渡し研究機関確認申請書在中」と朱書きしてください。

必、

申請の受理及び申請に不備があった場合について

・記載すべき事項が記載されていないなど、書類に不備がある場合は受理できま

せA/。

日
皇三

13



IV.その他

1.提出された書の取扱いについて

提出書類等は、確認のために使用します。提出物の返却はいたしません。

2.申請月報の公表について

の件当がされた究関にあっては、「し研究

を公表します。

「1喬度し研究機関」の要件該当が確認されなかった場合は、申請者の機関名を含め

て提出書類等の内容は原則として公表いたしません。ただし、他府省等、助成金担

当課からの依頼・問い合わせ等に対して、その依頼・問い合わせ等が妥当と認めら

れた場合は、使用目的を限ってその機関に申請者の機関名等を知らせることがあり

ます。

個人情報の取扱いについて

・提出物等により取得した個人情報は、「橋渡し研究機関」の要件該当の確認なら

びに「;翻度し研究機関」の要件該当の確認申請及び革新的ものづくり産業創出

連携促進事業(プロジェクト委託型)の公募に関係する説明会等のご案内、資

料送付等に利用します。

・「キ翻度し研究機関」の要件ヘの該当の確認後の通知及び関係する説明会のこ案

内、資料送付等に利用します。

・ NED0が開催する成果報告会、セミナー、シンボジウム等のこ案内、資料送

付等に利用することがあります。

・特定の個人を識別しない状態に加工した統計資料等に利用することがあります

ご提供いただいた個人情報は、上記の利用目的以外で利用することはありませ

ん。(ただし、法令等により提供を求められた場合を除きます。)

の



4.業に関する相談、問い合わせ先について

この公募内容に関する相談、問い合わせは、下記まで平日9

にご連絡ください。

.確認申請に関する問い合わせは

〒212-8554NEDO

神奈川県川崎市幸区大宮町1310本部

ミューザ川崎セントラルタワ-20階

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

イノベーション推進部プラットフォームグループ

革新的ものづくり産業創出連携促進事業申請窓口

TEL:044-520-5175

FAX:044-520-5178

メールアドレス: itakuS即oin27@nedo. go.jp

.確認申請に関する相談は

〒 2 1 2 - 8 5 54NEDO

神奈川県川崎市幸区大宮町1310本部

ミューザ川崎セントラルタワ-20階

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

イノベーション推進部プラットフォームグループ

革新的ものづくり産業創出連携促進事業申請窓口

TEL:044-520-5175

FAX:044-520-5178

メールアドレス: itakusapoin27@nedo. go. jp

〒 5 3 0-000 1N E DO

大阪府大阪市北区梅田3丁目3番10号(梅田ダイビル6階)関西支部

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

関西支部事業管理部

TEL:06-7670-2200

00~17 00の間

5.公説明会について

本事業に係る橋渡し研究機関の確認申請及び本事業の提案にあたっての手続きにつ

いて、公募説明会を行います。提案資格として出席を義務づけるものではありませんが、

確認申請及び提案を予定される方は可能な限り出席してください。

なお、公募説明会の開催日時、会場、申込方法については、別途、 NED0のホーム

ページでご案内させていただきますので、ホームページをご確認ください。





平成27年度革新的ものづくり産業創出連携促進事業

(プロジェクト委託型)

に係る「1翻度し研究機関」の確認申請書作成にあたって

総括的庄篇

鑑1.駒券書ぽ、添イサ書類を含め、全て'A4サイズとbてぐださω。儷即契内等もA4サイズでな
ω拶台ぽ、 A4サイスフごコどーしでぐださιリ

庄2.各部征'本1部、写ι,10部ノごとに、圧本ぽ左ιをダフンPクグッズ副本ぽ左ι芝ホッチ中

Xでしめてぐださω^本ιなωでぐだ'さιリ。また全てに艇穴ハンチ穴をあけてぐノださω。

庄3.駒謂書の項目芝,0蹴ιな山でぐださω。しをノだし、ベーンび'ヘゾ少 タグ・ク阜

で己才才Zてωる びごぽ, 1、してぐだ'さιリιク '

庄4.痔に庄篇かな山傷台ぱ、項目間の万間ぽ,適互変廼ιてぐださω。

庄5.五ごλに農ιてぱ、飴擦勞康を旨とし、駒謂書のポグユームオ沃きぐならなωよづ廟眉ιでぐだ
才ω。

庄6.駒謂声の作成んあたク詔入ιの鑑篇 rイタグック体部分ノをよぐ'芽元ノでぐださω。また、各項

目の詔入ιのポイン<にぽアンダーラインを1サけておクまブ、のでこ力ん船て駒謂書を作成
して、ぐノぎさιJ。

庄7.駒謂諄の作成んあたク,駒謂更須を必ず確詔bでぐノださ山。駒謂諄の五ご入内答にフ山で庄篇夢
項オゞあクまず、。

庄8.区'本1部ぽ月面印届グι'b,写ι10部ぽ両面印房グι・bてぐださ山。

侮出にあたっで本ページぽ削鰍ιでぐだきいノ



(様式第1)

右詔の番号ぽ、買薦即内の戈書番号か笏る毎台のみ詔入ιでぐださω→

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

理事長殿

ぱ のあるとします。ιク

・か、 さ力る厶ぽ、当ιク 1で

のを とることか、できま 0

・迷ま^茎豊堕ιでぐださ山。

平成27年度革新的ものづくり産業創出連携促進事業(プロジェクト委託型)に係る

「橋渡し研究機関」の確認申請書

記

上記の件について、「橋渡し研究機関」の要件該当の確認を受けたいので、下記のとおり

申請します。

なお、申請要領の全ての記載事項について十分理解するとともに、「(2)『橋渡し研究機

関』の確認申請の仕組みについて」の「①『橋渡し研究機関』の要件について」及び「⑥

『橋渡し研究機関』の要件イ)」の取組状況の確認等及び虚偽等ヘの対応について」の記載

事項については従い、遵守いたします。

申請者 デ盆所

名楙

代表青役磯・氏名

月 日

貴機関の名称

申請者の区分

国の研究機関、独立行政法人、

公設試験研究機関、大学

ι詔のωず力かを趣択b.方ご戴する。成当ιなωものぽ,4梁する。

^.、

1印 1
＼ノ

号番
年



(大学の場合、必要に応じて)「橋渡し研究機関」の要件ヘの該当の確認を希望する

学部等

学部等名

当該学部等の責任者の役職

当該学部等の責任者氏名

連絡先

担当者所属

役職・氏名

郵便番号、住所

電話番号:

FAX番号

Eメールアドレス

・ιクムのみ、 での契か、可でず。

・犬学倒獄の駒謂青及ひ父学全伽での確詔駒謂を才力る駒謂

青ぽ、 3 /祷'建ι牙第麓即ノの要#への纛当の確詔を疹

留ずる学部等ノのぱ削尿ιてぐノださ山。



健出にあたフでぱ本ページぽ削尿厶でぐノださιリ

鑑1.ごの駒謂書催式υにぽ、α下の書類を蒸ダιてぐださ山。

蒸ダ簀削1 橋鍵ι牙究猫即としての暦動影酉

無が簀膨2 貪猫即の惣農図賃旋即全体の中で^離ι牙第旋即ノど・bて確
詔芝受けるごどを疹望ずる痘織の女置ブけかめかるものノ

蒸イサ簀膨3 貫健即の年度舒酉や毎痩類芋傭ダ簀削1で脱勞ιノヒ内谷を確詔でき
るも区)ノ

添イサ簀削4 共伺冴第佐となる中小企美青芋の傭瓢

庄2.房廐の犬きさぽθ本美毎裕A列4判としでぐだきω。

イ蒸ダ簀押2.3及ひン石の筒膨か沼、4版α獄の犬ききであ力ばコどーしてA4俵
としでぐださω。疾式ぽ畠ケ山まゼι。ノ

庄3.蒸ダ黄料2及び3んフωで痩数夜ある傷台にぱ、子力ぞ力友番をフけてぐで'才ω。

0 「橋渡し研究機関」の要件該当の確認申請書のとじ方と提出方法にっいてC

「橋渡し研究機関」の要件該当の確認申請書(正本1部、片面印刷、左上ダブルク
リップ)は下記参考1に従い、一式をとじてください。

また、参考2に従い、写し(両面印刷、左上ホッチキスどめ) 1式を 10部作成く
ださい。

作成された正本1部、写し 10部、チェックリスト、 CD-R (情報項目ファイル)
を式としてNED0 に送付してください。

~「橋渡し研究機関」のの確認申請書のまとめ方~

参考1:正本1部 参考2

縦穴パンチ

穴をあけてく

ださい。

チエック

リスト

様式1

添付資料1

添付資料2

CD・R(情報項

目フ)

添付資料3

CD-Rの表面に申請機関の名称記載してください。

、 21.

写し 1式X I0部

各部、縦穴パ

ンチ穴をあけ

てください。

様式1

添付資料1

添付資料2

添付資料3



(添付資料1)

1・橋渡し機能(先進的・革新的技術シーズを事業化にっなぐ機能)強化の仕組み

口本仕組みを既に導入している/口本仕組みを近い将来(概ね1年以内)に導入予定
'疹凌b美霧を主更ミツションとbて倣置ブぴ,その旨を明記bてι1る現在ιク計酉や厶徒
ιク;ナ酉等にフι1てぞιク県体的内容を記λbてぐたさι1。

橋渡し研究機関としての活動計画

2.民間企業からの資金受入の仕組み

口本仕組みを既に導入している/口本仕組みを近い将来(概ね1年以内)に導入予定
'農貞ヘの目痩殻足やインセンディブ付与による篇嘉付ゲなと受烹牙究収λ等の昆居易企、
美からの賛金受λの埼勿に向ゲで仕組みや今徒の計画にフι1てぞの目傑的内容を記λb
てぐで'さι1。

3.産業界の二ーズ把握とその組織内活動ヘの反映の仕組み

口本仕組みを既に導入している/口本仕組みを近い将来(概ね1年以内)に導入予定
'昆畠易企'美に対ずる友荷初談美疹、友荷砦續美霧や企美との,纛見艾焚等におι1て収黛さ九

る膚留を黛約'分祈ずるなと蓙美象の二ーズ等を把趣b、これを所内の暦動内答に反侠
ずるための仕組みや今復ιク計酉にフι1てその貞衛的内容を記λ厶てぐだ'さι1。
4.技術シーズやノウハウを取り入れるための仕組み

口本仕組みを既に導入している/口本仕組みを近い将来(概ね1年以内)に導入予定

'黄紹蔑α列の牙究建即との入材艾流や内列ヘの織貞の牙修参勿なと、広ぐ友荷シーズや

ノウハウを放ダλ力るでめの仕紹みや今徒の影酉にフι1てその目伽的内容を記λbてぐ
た'さι 1。

5.知的財産権の活用促進の仕組み

口本仕組みを既に導入している/口本仕組みを近い将来(概ね1年以内)に導入予定
'受烹牙究等によフて生'bる劒的財屋修の放扱にフι1ての操討体例と、契約ぎのひメ、形等
の規程類の墜傭材泥や今復の'ナ酉/こフι1てぞの点伽的内容を;Ξλbてぐでさι1

箭項目ごとに詔或ιでωるフのボソクXのづち.当てぽまる万'ん、チェック rZノをω
,;2 てぐだ'きιJ。

箭今変のずナ酉として五己或する嬉台にぽ,項目ごと/ー.締契予ズきのだ惣み/ごフωでぞ述ブ・る
ととも々、近ω痔央イ郷ね1皐ιX内ノのtぞ'惣み袴契に向けたズケジュノιや必要とな
る手寵きを詔述ιてぐノぎさω。



(添付資料4)

0共同研究先1

中小企業者等の名称

共同研究先となる中小企業者等の情報

提案テーマ

0共同研究先2

中小企業者等の名称

共何牙究先となる中小企美青等の名赤を詔或ιでぐ

だ'さιJ。

中グ、企美青等か7VΞD0に症出ずる症契諄にガΞ或す

る^契テーマノに詔戴ιで内答を。Ξ戴bでぐださ

ιJ。

提案テーマ

0共同研究先3

中小企業者等の名称

共何牙究宏となる中小企美青等の名楙を詔戴ιでぐ

ス乞、ざ'ιJ。

中小企美青等かNΞD0に症出する症契書に。ご戴す

る石趨契テーマノに。ご戴厶で内容を。己戴ιでぐださ

ι)。

提案テーマ

0共同研究先4

中小企業者等の名称

共伺牙究宏となる中小企美青芋の名疹を'或ιでぐ

ださ山。

中小企美青等かⅣED0に症出する起契書に詔戴す

る^契テーマノにガ己戴bで内谷を。ご戴bでぐだ才

ι〕。

提案テーマ

共何牙究佐となる中グ、企美青等の名楙を'戴bでぐ

ださω。

中小企美青等かNΞD0に症出する症契書に。Ξ戴ず

る^契デーマノにガご戴ιた内葬を五Ξ戴bでぐだ才

ι)。

一^ 4#ιXιある埼台にぱ,コど一bで追詔bでぐだ'きω。~



「橋渡し研究機関」の要件該当の確認申請時提出類の確認(チェックリスト)

1.「橋渡し研究機関」の要件該当の確認申請(正)

0 1)「橋渡し研究機関」の要件該当の確認申請書

0 2)橋}し研究機関としての活動計画

0 3)貴機関の組織図(貴機関全体の中で、「橋渡し研究機関」として

確認を受けることを希望する組織の位置づけがわかるもの)

0 4)貴機関の年度計画や規程類等(添付資料1で説明した内容を

確認できるもの)

2.「橋渡し研究機関」の要件該当の確認申請書の写し

0 1)「橋}し研究機関」の要件該当の確認申請書

0 2)橋渡し研究機関としての活動計画

0 3)貴機関の組織図(貴機関全体の中で、「橋渡し研究機関」として

確認を受けることを希望する組織の位置づけがわかるもの)

0 4)貴機関の年度計画や規程類等(添付資料1で説明した内容を

確認できるもの)

01枚

共同研究先となる中小企業者等の情報

共同研究先となる中小企業者等の情報

4 情報項目ファイル(CD-R) 01枚

「H2フサボイン橋}し研究機関の情報項目ファイル.刈S」に必要事項を記入したもの(E湘01ファイル)

CD-Rの表面に申請機関の名称を記載してください。

01部

(様式第1)

(添付資料1)

(添付資料2)

受付者サイン

その他

返信用封筒(82円切手を貼付)

申請書発送日:平成00年00月00月

「橋渡し研究機関」の要件ヘの確認申請書受理確認書

丸イ、園 NEDO,己入)

申請者名称:俄式勞1ノ駒詩書の々貪蔑関の名楙ノを詔入ιでぐだき山。 受付者サイン

連絡先:疾式勞ノ駒謂諄の/、4 逆洛宏ノを詔入ιでぐださ山。

(添付資料3)

010部

(様式第1)

(添付資料1)

(添付資料2)

「橋渡し研究機関」の要件ヘの確認申請書受理確認書

申請者名称:疾式勞ノ駒詩諄の々貪蔑関の名彫ノを詔入ιでぐださ

申請書送日:平成00 00月00日

,立イ、園(NED0氾):

起山等類々不々1かな山か、ι記グスにて駒尉寺gらチェックιでぐださω。

チエックιたらa栂とチェック rZノを詔バιでぐだ'才ω。

本ぱA4サイス、1夜/ご夜まるよづ/ごしでぐノださω。

ホ・・チ中ズ等で綴びでク裂本等芝庁わな山でぐだ'さ山。

(添付資料3)

01部

(添付資料4)

口
口

3
口

5
口


